
 

【経営資料】 

Ⅰ 決算の状況 

１．貸借対照表 
                                                   （単位：百万円） 

科        目 23年度
（平成24年3月31日）

24年度 
（平成25年3月31日）

（ 資 産 の 部 ） 

１ 信用事業資産 ５８,１７７ ５８,２２０
 (1) 現金 
 (2) 預金 
        系統預金 
        系統外預金     
  (3) 有価証券     
  (4) 貸出金 
  (5) その他の信用事業資産 
       未収収益 
       その他の資産 
  (6) 債務保証見返 
  (7) 貸倒引当金 

６５３
３７,０４５
３７,０４５

０
９００

１９,８４３
９８
８０
１８

２０６
△５６８

９０１
３８,１５３
３８,１５２

１
９００

１８,５０４
８８
６９
１９

１９０
△５１６

２  共済事業資産 ６９ ７９
  (1) 共済貸付金 
  (2) 共済未収利息 
  (3) その他の共済事業資産 
  (4) 貸倒引当金 

６４
１
４

△０

６５
１

１３
△０

３  経済事業資産 ９,４４８ ９,７９５
  (1) 経済事業未収金 
  (2) 経済受託債権 
  (3) 棚卸資産 
        購買品        
        その他の棚卸資産 
  (4) その他の経済事業資産 
 (5) 貸倒引当金 

２,２００
４,３４４
１,７６３
１,５０１

２６２
１,２９２
△１５１

２,１５６
５,０４９
１,７１９
１,４３４

２８５
１,００１
△１３０

４  雑資産 ２１２ ３９９
(1) 雑資産 
(2) その他の貸倒引当金 

２１６
△４

４０１
△２

５  固定資産 ５,８８７ ６,０５６
  (1) 有形固定資産
    建物 
    機械装置 
    土地 
    その他の有形固定資産 
        減価償却累計額 
  (2) 無形固定資産 

５,８８３
８,５６３
２,８１０
２,１９５
２,５６４

△１０,２４９
４

６,０５２
８,４１３
２,５９９
２,２４８
２,６０７

△９,８１５
４

６  外部出資 ４,３７７ ３,９０７
 (1) 外部出資 
    系統出資 
    系統外出資 
    子会社等出資 

４,３７７
４,１８１

１５６
４０

３,９０７
３,７０２

１６５
４０

７ 繰延税金資産 １１４ １００

資産の部合計 ７８,２８４ ７８,５５６
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   （単位：百万円） 

科        目 23年度
（平成24年3月31日）

24年度 
（平成25年3月31日）

（ 負 債 の 部 ）  

１  信用事業負債 ６３,７７９ ６４,４２３
  (1) 貯金 
  (2) 借入金 
  (3) その他の信用事業負債 
        未払費用 
        その他の負債 
  (4) 債務保証 

６３,０３７
   ４２４
   １１１

３５
７６

２０６

６３,７１４
   ３７３
   １４６

３１
１１５
１９０

２  共済事業負債 ６５９ １,１４７
  (1) 共済借入金 
  (2) 共済資金 
  (3) 共済未払利息 
  (4) 未経過共済付加収入  
  (5) その他の共済事業負債 

６４
  ３２１
    １
  ２７２
    ２

６５
 ８１０

    １
  ２６９
    ２

３  経済事業負債 ４,５４４ ３,２９８
  (1) 経済事業未払金 
  (2) 経済受託債務 
  (3) その他の経済事業負債 
    受入預託家畜 
    その他の経済事業負債 

１,２７８
３,１２８

１３８
 １６
１２２

１,２５９
１,９１１

１２８
 １７
１１１

４  雑負債 ５８３ ５５０
 (1) 未払法人税等
 (2) 資産除去債務 
 (3) その他の負債 

１９３
 ２４
３６６

５８
 ２５
４６７

５  諸引当金 ８９１ ９０７
  (1) 賞与引当金 
  (2) 退職給付引当金  

９３
７９８

８８
８１９

６ 再評価に係わる繰延税金負債 ２２ ２０

負債の部合計 ７０,４７８ ７０,３４５

（ 純 資 産 の 部 ） 

１  組合員資本 ７,７４６ ８,１５８
 (1) 出資金     
 (2) 資本準備金 
  (3) 利益剰余金 
    利益準備金 
    その他利益剰余金 
     特別積立金 
     当期未処分剰余金 
    （うち前期繰越剰余金） 
    （うち土地再評価差額金取崩額） 

（うち当期剰余金） 
 (4) 処分未済持分 

５,９１２
   ４０
１,９９７
１,６１５

３８１
 ８８
２９３

(１０１)
(４)

 (１８７)
 △２０３

５,８７２
   ４０
２,４２２
１,７５６

６６７
 ４８
６１９

(１０７)
(６)

 (５０４)
 △１７６

２ 評価・換算差額等 ６０ ５３
(1)その他有価証券評価差額金 
(2)土地再評価差額金 

      １
５９

       ０
５２

純資産の部合計 ７,８０６ ８,２１１

負債及び純資産の部合計 ７８,２８４ ７８,５５６
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２．損益計算書                    

                                （単位：百万円） 

科         目 
23年度

（自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日）

24年度 
（自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日）

１ 事業総利益 ３,１３２ ３,００６

   (1) 信用事業収益 
        資金運用収益 
          （うち預金利息） 
          （うち有価証券利息） 
          （うち貸出金利息） 
          （うちその他受入利息） 
        役務取引等収益 
        その他経常収益 
   (2) 信用事業費用 
         資金調達費用 
          （うち貯金利息） 
          （うち給付補てん備金繰入） 
          （うち借入金利息） 
          （うちその他支払利息） 
         役務取引等費用 
         その他経常費用 
          （うち貸倒引当金繰入額） 

（うち貸出金償却） 

８４７
７６８

(２４１)
(１３)

(５１４)
(０)
２４
５５

３６１
３０

(２６)
(１)
(２)
(１)

  ６
３２５
(８２)

(０)

７５７
６９９

(２２１)
(１２)

(４６６)
(０)
２８
３０

２７６
３６

(３４)
(１)
(１)
(０)

  ６
２３４
(８２)
(２２)

  信用事業総利益 ４８６ ４８１

    (3) 共済事業収益 
         共済付加収入 
         共済貸付金利息 
         その他の収益 
    (4) 共済事業費用 
         共済借入金利息 
         共済推進費          
         その他の費用 
          （うち貸倒引当金繰入額）     

７６７
７４７
  ２
 １８

８１
 ２
５１
２８
(０)

７７０
７４１
  ２
 ２７

７１
 ２
３６
３３
(０)

  共済事業総利益 ６８６ ６９９

    (5) 購買事業収益 
         購買品供給高           
         修理サービス料 
         その他の収益 
    (6) 購買事業費用 
         購買品供給原価 
         購買品供給費 
         その他の費用 
          （うち貸倒引当金繰入額）   
      （うち貸倒損失） 

９,２１３
８,７７６

１１
４２６

    ８,３６７
７,８６９

４２３
７５
(９) 
(０)

８,９６５
８,５４９

１１
４０５

    ８,１６２
７,７０５

３８７
７０

(△６)
(１)

  購買事業総利益 ８４６ ８０３

(7) 販売事業収益 
         販売手数料 
         その他の収益 
    (8) 販売事業費用 
         販売費 
         その他の費用 
          （うち貸倒引当金繰入額）   

５８１
４３９
１４２
１１０
 ４４
 ６６
(△５)

５６９
４３２
１３７
１２１
 ４２
 ７９

(△１０)

  販売事業総利益 ４７１ ４４８

(9) 農業倉庫事業収益 
(10) 農業倉庫事業費用 

１２８
  ３２

１４２
  ３３

農業倉庫事業総利益 ９６ １０９
(11) 加工事業収益 
(12) 加工事業費用 

１,１６３
１,０５１

１,０４４
９６６

加工事業総利益 １１２ ７８
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（単位：百万円） 

科         目 
23年度 

（自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日）

24年度 
（自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日）

(13) 利用事業収益 
(14) 利用事業費用 

１,１６０
８３３

１,１０１
７８５

利用事業総利益  ３２７ ３１６

   (15) その他事業収益 
   (16) その他事業費用 

３２４
１６４

３１５
１８２

その他事業総利益 １６０ １３３

(17) 指導事業収入 
   (18) 指導事業支出 

１１６
１６８

８５
１４６

指導事業収支差額 △５２ △６１

２ 事業管理費 ２,７４９ ２,６９７

    (1) 人件費 
    (2) 業務費 
    (3) 諸税負担金 
    (4) 施設費 
    (5) その他事業管理費 

１,９６５
  １２２
  １０８

５４９
  ５

１,９３８
  １１７
  １００

５３７
  ５

事 業 利 益 ３８３ ３０９

３ 事業外収益 １００ ３７１

    (1) 受取雑利息
    (2) 受取出資配当金 
    (3) 賃貸料 
    (4) 貸倒引当金戻入益 

(5) 雑収入 

３４
１３
１３

０
４０

３４
３１５

１０
２

１０

４ 事業外費用 ３１ １１

    (1) 寄付金 
    (2) 雑損失 

(3) 外部出資等損失引当金繰入 

 ０
 ２７
  ４

  ０
 １１
  ０

経 常 利 益 ４５１ ６６９

５ 特別利益   １ ４３６

   (1) 固定資産処分益 
   (2) 一般補助金 
   (3) 移転補償金 

０
  １
  ０

  ７６
１９３
１６８

６ 特別損失 ９４ ４７０

 (1) 固定資産処分損
 (2) 固定資産圧縮損 
(3) 損損損失 
(4) 施設解体費用 

１２
 １

 ８１
０

９７
１９３
 ２９
１５１

税引前当期利益 ３５８ ６３５

法人税・住民税及び事業税 
過年度法人税等戻入額 
法人税等調整額 

１９６
△２

      △２３

１１８
０

      １２

当期剰余金 １８７ ５０５

前期繰越剰余金 
土地再評価差額金取崩額 

１０２
  ４

１０７
  ７

当期未処分剰余金 ２９３ ６１８
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３．  注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的の債券： 償却原価法（定額法） 

  ② 子会社株式    ： 移動平均法による原価法 

  ③ その他有価証券（株式形態の外部出資を含む） 

   ・時価のあるもの  ： 期末日の市場価格等に基づく時価法 

             （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

   ・時価のないもの  ： 移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 購買品 

   ア．生産資材 …………… 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。 

   イ．生活資材 …………… 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）により評価しています。 

  ② その他の棚卸資産 

   ア．加工製品   ……… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

により評価しています。 

   イ．加工製品以外 ……… 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。 

 

（３）固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

   ・建物・構築物・器具備品：旧定額法(税制改正前の残存価額を取得価額の 10％とした 

定額法)を採用しています。 

・機械装置・車輌運搬具 ：旧定率法(税制改正前の残存価額を取得価額の 10％とした 

定率法)を採用しています。 

     なお、耐用年数について、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。ま

た、取得価額 10 万円以上 20 万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定

に基づき、３年間で均等償却を行っています。 

 

  ② 無形固定資産：定額法を採用しています。 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、当ＪＡにおける利用可能期間（５年）に

基づく定額法により償却しています。 

 

（４）引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準、経理規程及び資産の償却・引

当基準に則り、次のとおり計上しています。 

    破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に

係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額を計上しています。 

    また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要

と認められる額を計上しています。また、破綻懸念先の債権のうち、債権の元本の回収に

係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、債権の帳簿価

額から担保の処分可能見込額を控除した残額から、当該キャッシュ・フローを控除した額

を引き当てています。 

    上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い
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金額を計上しています。この基準に基づき、当期は貸倒実績率で算定した金額に基づき計上

しています。 

    すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を

行っています。 

 

  ② 賞与引当金 

 職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上し

ています。 

 

  ③ 退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、当組合

は職員数 300 人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給付会計に関する実務指針(中

間報告)」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号平成 11 年 9 月 14 日)により簡

便法を採用しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）消費税等の会計処理の方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっております。 

 

（７）記載金額の端数処理 

   記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しており、千円未満の科目については「０」で

表示しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）固定資産の圧縮記帳 

   土地収用法を受けて、また国庫補助金の受領により有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は 3,203,309 千円であり、その内訳は、次のとおりです。 

 

   建  物 1,702,662 千円 構築物   325,935 千円 機械･装置 1,100,882 千円 

   車両運搬具  22,597 千円 器具・備品 49,693 千円 無形固定資産  1,540 千円 

 

（２）リース契約により使用する重要な固定資産 

    貸借対照表に計上した固定資産のほか、燃料事業ガス関係備品、ＡＴＭ５台、共済Ｌact

ive 端末機 16 台については、リース契約により使用しております。また、これらの未経過

リース料期末残高相当額は 53,820 千円です。 

 

（３）担保に供されている資産 

   担保資産に対応する債務はありませんが、為替決済の担保として定期預金 1,900,000 千円を

差し入れています。 

 

（４）子会社等に対する金銭債権及び金銭債務の総額 

  ① 子会社等に対する金銭債権の総額     372,602 千円  

  ② 子会社等に対する金銭債務の総額   1,005,695 千円 

 

（５）理事及び監事に対する金銭債権及び金銭債務の総額 

  ① 理事及び監事に対する金銭債権の総額  134,029 千円  

  ② 理事及び監事に対する金銭債務の総額     0 千円 
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（６）貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳 

   貸出金のうち、破綻先債権額は 32,191 千円、延滞債権額は 810,662 千円です。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人

税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。 

   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 211,217 千円です。 

   なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 

   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 191,241 千円です。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。 

   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は、1,

245,311 千円です。 

   なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

 

（７）土地再評価差額金の会計処理 

   「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成 11 年 3 月 31 日公布法律第 24 号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しています。 

  ① 再評価を行った年月日     平成 14 年 3 月 31 日 

  ② 再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る金額 

                   118,196 千円 

  ③ 同法律第 3 条 3 項に定める再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第２条第５号

に定める、不動産鑑定士による鑑定評価額です。 

 

３．損益計算書に関する注記 

（１）子会社との取引     

  ① 子会社等との取引による収益総額 2,221,796 千円  

       うち事業取引高      2,218,646 千円 

       うち事業取引以外の取引高   3,150 千円 

 

  ② 子会社等との取引による費用総額  704,490 千円  

       うち事業取引高       687,331 千円 

       うち事業取引以外の取引高   17,159 千円 

 

（２）減損会計に関する事項 

  ① 共用資産として位置づけた資産又は資産グループの概要 

    当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店 

舗については、支店ごとに、事業外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）については、 

各固定資産をグルーピングの最小単位としています。 

    本店については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないものの、他の資産グル 

ープのキャッシュ･フローの生成に寄与していることから、共用資産と認識しています。 

  （１）共用資産グループ（農業関連施設等） 

     本店、十和田地区農業関連施設、ももいし地区農業関連施設、下田地区農業関連施 

     設、上北地区農業関連施設、十和田湖地区農業関連施設、七戸地区農業関連施設 

     横浜町地区農業関連施設、むつ地区農業関連施設 
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  （２）一般資産グループ（支店・事業所及び給油所） 

     大深内支店、藤坂支店、ももいし支店、下田支店、上北支店、十和田湖支店、七戸 

支店、横浜町支店、むつ支店、三本木事業所、ももいし給油所、下田給油所、木ノ 

下給油所、上北給油所 、十和田湖給油所、七戸給油所、むつ給油所 

  （３）賃貸資産グループ 

     ㈱エコー、㈱協同サービス、㈱しいもグリーン、十和田賃貸、上北賃貸、十和田湖 

賃貸、むつ賃貸 

  （４）遊休資産グループ 

     旧中掫事業所、深持旧農機、一本木沢、深持ＣＥ土地、十和田湖種井沢土地、脇野沢 

経済センター、横浜町支店旧事務所、実行経済センター、横浜町給油所土地、むつ田ノ

頭倉庫 

 

  ② 減損損失を認識した資産又は資産グループについての概要 

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。 

 

場  所 用  途 種  類 そ の 他 

実行経済センター 遊 休 建物、構築物、器具備品及び土地  

横浜町支店旧事務所 遊 休 建物及び土地  

むつ田ノ頭倉庫 遊 休 建物及び土地  

 

  ③ 減損損失の認識に至った経緯 

   実行経済センターと横浜町支店旧事務所については、施設の統廃合等に伴い遊休資産となり

早期処分対象であることから、処分可能価額で評価し、取壊費用を差し引いた差額を減損損

失として認識しました。 

   むつ田ノ頭倉庫については、当該施設を利用する見込みがなく遊休資産となったことか 

ら、土地を処分可能価額で評価し、取壊費用を差し引いた差額を減損損失として認識しま 

した。 

 

  ④ 減損損失の金額について、減損損失に計上した金額と主な固定資産の種類毎の内訳 

   実行経済センター    3,136 千円 

（建物 2,033 千円、構築物 20 千円、器具備品 927 千円、 

土地 156 千円） 

   横浜町支店旧事務所   9,594 千円 

              （建物 6,854 千円、土地 2,740 千円） 

   むつ田ノ頭倉庫    16,509 千円 

              （建物 521 千円、土地 15,988 千円） 

 

⑤ 回収可能価額に関する事項 

・土地及び回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額

に基づき算定しています。 

 

４．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

     当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団

体などへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けているほか、国債や地方債等の債券、

株式等の有価証券による運用を行っています。 

 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク 

     当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価

証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されてい

ます。 
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     また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的で保有しています。これらは発行体

の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。 

 

  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   ア．信用リスクの管理 

      当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定し

ています。また、通常の貸出取引については、本店に審査課を設置し各支店との連携を

図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ

ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設け

て、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、

資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実

践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金につ

いては「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努

めています。 

 

   イ．市場リスクの管理 

      当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロール

することにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維

持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析

などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めていま

す。 

      とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び

当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運

用方針を定めるとともに、経営層で構成する余裕金運用会議を定期的に開催して、日常

的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及

び余裕金運用会議で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行

っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行ってい

るかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

  

    ○市場リスクに係る定量的情報 

       当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。

当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品

は、預金、貸出金、貯金及び借入金です。 

       当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合

理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたって

の定量的分析に利用しています。 

       金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標と

なる金利が 0.09%上昇したものと想定した場合には、経済価値が 7,985 千円減少する

ものと把握しています。 

       当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその

他のリスク変数の相関を考慮していません。 

       また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える

影響が生じる可能性があります。 

       なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額について

も含めて計算しています。 

 

   ウ． 資金調達に係る流動性リスクの管理  

      当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作

成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投

資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握

したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。 

 

  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

     金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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（２）金融商品の貸借対照表計上額及び時価等 

  ① 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

     当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず「③ 時

価を把握することが極めて困難と認められる外部出資」に記載しています。 

                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

預金 38,153,819 38,103,423 △50,396

有価証券 

 満期保有目的有価証券 

 

899,625

 

956,270

 

56,645

貸出金 

 貸倒引当金 

 貸倒引当金控除後 

18,694,394

△516,757

18,177,637

 

 

18,709,271

 

 

     531,634

経済事業未収金 

経済受託債権 

 貸倒引当金 

 貸倒引当金控除後 

外部出資 

2,155,534

5,049,272

△130,187

7,074,619

819

 

 

 

7,074,619

819

 

 

 

0

0

資産計 64,306,519 64,844,402 537,883

貯金 

借入金 

経済事業未払金 

経済受託債務 

63,714,367

372,634

1,259,356

1,910,808

63,667,315

371,486

1,259,356

1,910,808

△47,052

△1,148

0

0

負債計 67,257,165 67,208,965 △48,200

   ・貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付 190,282 千円を含めています。 

   ・貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

   ・経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

 

  ② 金融商品の時価の算定方法 

  【資 産】 

   ア．預  金 

      満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリー

レートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額

として算定しています。 

   イ．貸 出 金 

      貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の

信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額によっています。 

      一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額をリスクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた額から

貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。 

      なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額を

リスクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた額に、帳簿価額

に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価

に代わる金額として算定しています。 

      また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を

控除した額を時価に代わる金額としています。 

   ウ．有価証券及び時価のある外部出資 

      株式は取引所の価格により、債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。 
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   エ．経済事業未収金 

      経済事業未収金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっています。 

      また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。 

 

   負 債 

   ア．貯  金 

      要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなし

ています。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ

・フローをリスクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在

価値を時価に代わる金額として算定しています。 

   イ．借入金 

      借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の

信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考

えられるため、当該帳簿価額によっています。 

      固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円ＬＩＢＯＲ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に

代わる金額として算定しています。  

   ウ．経済事業未払金 

      経済事業未払金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっています。 

 

  ③ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①

の金融商品の時価情報には含まれていません。 

                           （単位：千円） 

   区分 貸借対照表計上額 

外部出資  3,906,028 

    ・外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、時価開示の対象とはしていません。 

 

  ④ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

                                 （単位：千円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内

２年超 

３年以内

３年超 

４年以内

４年超 

５年以内 
５年超 

預金 
38,153,819  

有価証券 

満期目的の債券 

 

199,990  

 

699,635 

貸出金 
4,482,786 1,687,910 1,580,549 1,232,483 1,070,409 7,634,469

経済事業未収金 
1,896,313  

合計 
44,732,908 1,687,910 1,580,549 1,232,483 1,770,044 7,634,469

   ・貸出金のうち、当座貸越 342,748 千円については「１年以内」に含めています。また、期限の

ない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。 

   ・貸出金のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 1,005,788 千円は償還の予定が見込ま

れないため、含めていません。 

   ・貸出金の分割実行案件案件はありません。 

   ・貸出金には貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付金 190,282 千円を含めています。 

   ・経済事業未収金のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 259,221 千円は償還の予定が

見込まれないため、含めていません。 
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  ⑤ 借入金その他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

                                  （単位：千円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

貯金 

借入金 

62,094,509 

201,097 

748,932

40,630

607,943

30,228

141,664

20,532

121,319 

18,203 

0

61,944

 合計 62,296,606 789,562 638,171 162,196 139,522   61,944

   ・貯金のうち、要求払貯金については「1 年以内」に含めて開示しています。 

    

５．有価証券に関する注記 

（１）有価証券の時価及び外部出資の時価、評価差額に関する事項は次のとおりです。 

  これらには、有価証券のほか、「外部出資」中の株式が含まれています。 

 

  ① 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

については、次のとおりです。 

                                （単位：千円） 

 種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの 

国債 699,950 741,530 41,580

地方債 199,675 214,740 15,065

    合 計    899,625   956,270  56,645

 

  ② その他有価証券及び時価のある外部出資 

                              （単位：千円） 

 種 類 
取得原価又は償却

原価 

貸借対照表計

上額 
差 額 

貸借対照表計上額が取得

原価又は償却原価を超え

るもの 

株式 

外部出資 
485 819 334

合 計  485 819 334

   なお、上記の評価差額から繰延税金負債 92 千円差し引いた額 242 千円が、「その他有価証

券評価差額金」に含まれています。 

 

６．退職給付に関する注記 

（１）退職給付に係る事項 

  ① 採用している退職給付制度 

    職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため一般財団法人全国農

林漁業団体共済会の退職金給付金制度を採用しています。 

    なお、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の設定

に関する意見書」(平成 10 年６月 16 日企業会計審議会)に基づき、簡便法により行ってい

ます。 

 ② 退職給付債務及びその内訳 

     退職給付債務             △2,562,928 千円 

     特定退職共済制度            1,555,876 千円 

     会計基準変更時差異の未処理額       188,438 千円 

     退職給付引当金            △ 818,614 千円 
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③ 退職給付費用の内訳 

     勤務費用                  37,643 千円 

     会計基準変更時差異の費用処理額       107,745 千円 

     臨時に支払った割増退職金           4,392 千円 

     退職給付費用計               149,780 千円 

④ 退職給付債務等の計算基礎 

     会計基準変更時差異の処理年数         14 年 

（２）特例業務負担金の将来見込額 

    人件費（うち福利厚生費)には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の

統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 57 条に基づき、

旧農林共済組合(存続組合)がおこなう特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出し

た特例業務負担金 28,454 千円を含めて計上しています。 

    なお、同組合より示された平成 25 年 3 月現在における平成 44 年 3 月までの特例業務負

担金の将来見込額は、420,614 千円となっています。 

７．税効果会計に関する注記 

（１）税効果会計の適用に伴う事項 

  ① 繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。 

     繰延税金資産               

      退職給付引当金          228,288 千円 

      貸倒引当金超過額          85,262 千円 

      減損損失              38,767 千円 

      貸出金有税償却           38,673 千円 

      賞与引当金超過額          25,843 千円 

      減価償却引当超過          19,576 千円 

      資産除去債務            6,885 千円 

      その他               19,811 千円 

      繰延税金資産小計         463,105 千円 

      評価性引当額          △358,873 千円 

      繰延税金資産合計（Ａ）      104,232 千円 

 

     繰延税金負債            

      固定資産過大計上         △4,249 千円 

      その他有価証券評価差額      △  92 千円 

      繰延税金負債合計（Ｂ）      △4,341 千円 

     繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）   99,891 千円 

  ② 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 

     法定実効税率                 29.40％ 

     （調整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目      3.82％ 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △17.42％ 

     住民税均等割等                 1.34％ 

     評価性引当額の増減               3.97％ 

     その他                    △0.61％ 

     税効果会計適用後の法人税等負担率       20.50％ 
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８．その他の注記 

（１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

  ① 資産除去債務に関する事項 

ア．当組合の大深内支店の一部に使用されている有害物質を除去する義務に関して資産除去

債務を計上しています。 

   イ．除去債務の金額の算定方法 

     資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込期間は 23 年、割引率は 2.29％を採用

しています。 

   ウ．当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減     

 

    期首残高    24,379 千円 

    有形固定資産の取得に伴う増加額       0 千円 

    時の経過による調整額      559 千円 

    資産除去債務の履行による減少額       0 千円 

    当事業年度末残高   24,938 千円 

  

    ・「期首残高」は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準 18 号平

成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 21 号平成 20 年３月 31 日）を適用したことによる期首時点における残高です。 
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４．剰余金処分計算書  
                               （単位：円） 

科      目  ２３年度  ２４年度 

１．当期未処分剰余金 293,016,217   618,532,369

２．特別積立金取崩額 40,000,000 48,000,000

３．剰余金処分額        225,641,465 563,438,140

 (1)利益準備金 140,000,000 150,000,000

 (2)任意積立金 0 328,000,000

   農業経営安定積立金 0 140,000,000

施設整備積立金 0 140,000,000

   給油所立替積立金 0 48,000,000

 (2)出資配当金 85,641,465 85,438,140

３．次期繰越剰余金   107,374,752 103,094,229

(注）1．出資配当金の基準:出資額に対し1.5％の割合 

2. 出資配当金の入金:出資予約金への入金として出資金(1口1,000円)に振り替えるものとし

ます。ただし、出資金上限額である6,000口に達している組合員については、組合員普通貯

金口座への入金といたします。 

3．任意積立金のうち目的積立金の種類および積立目的、積立目標額、積立基準等は次のとお

りです。 

（1）農業経営安定積立金 

①積立目的   ････ 生産資材の高騰や農畜産物価格の低迷等による農業経営の危機に

対処することを目的とする。 

②積立目標額 ････ 300,000千円 

③取崩基準   ････ 組合員に相当の負担が発生した時 

（2）施設整備積立金 

①積立目的   ････ 既存施設の改修・解体及び減損損失等の事態に備えることを目的

とする。 

②積立目標額 ････ 300,000千円 

③取崩基準   ････ 施設の整備において多額の支出を要した時 

（3）給油所改修積立金 

   ①積立目的   ････ 給油所の改修を目的とする。 

②積立目標額 ････ 48,000千円 

  ③取崩基準   ････ 木ノ下給油所の建て替え工事を実施した時 

4. 次期繰越剰余金には、営農指導、教育・生活、文化改善事業の費用に充てるための繰越額

26,000,000円を含んでいます。 
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５．部門別損益計算書（平成２４年度）                  （単位：百万円） 

区   分 計 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他

事業 

営  農 

指導事業 
共通管理費等

事業収益 ① ６,０４４ ７５７ ７６９ ４,０１７ ４１５ ８５  

事業費用 ② ３,０３７ ２７６ ７１ ２,４３２ １１２ １４６  

事業総利益③（①－②） ３,００６ ４８１ ６９８ １,５８５ ３０３ △６１  

事業管理費  ④ 
（うち減価償却費⑤） 
（うち人件費 ⑤’） 

２,６９６ 

(   ３５５) 

(１,９３７) 

４０７

(    ２５)

(  ３１２)

５１６

(    １７)

(  ４４７)

１,２６７

(   ２５２)

(   ８２４)

２５１ 

(    ５１) 

(  １５５) 

２５５ 

(   １０) 

( １９９) 

 

 うち共通管理費 ⑥ 
（うち減価償却費⑦） 
（うち人件費 ⑦’） 

 

 

９４

(    １３)

(    １６)

１４１

(    １４)

(    ５６)

２６４

(    ３５)

(    ５０)

４７ 

(      ６) 

(     ８) 

５７ 

(     ８) 

(    ９) 

△６０３

(△７６)

(△１３９)

事業利益 ⑧（③－④） ３０９ ７４ １８２ ３１８ ５１ △３１６  

事業外収益 ⑨ ３７１ ３２０ ７ ３８ ３ ３  

 うち共通分 ⑩  ５ ７ １５ ３ ３ △３３

事業外費用  ⑪ １１ ２ ２ ５ １ １  

 うち共通分 ⑫  ２ ２ ５ １ １ △１１

経常利益 ⑬（⑧＋⑨－⑪） ６６９ ３９２ １８７ ３５１ ５３ △３１４  

特別利益 ⑭ ４３６ ２６ １８ ３００ ８３ ９  

 うち共通分  ⑮  １５ １８ ４０ ８ ９ △９０

特別損失 ⑯ ４７０ ５１ １３ ２９５ ９５ １５  

 うち共通分 ⑰  １１ １３ ３０ ６ ７ △６７

税引前当期利益 ⑱ 
（⑬＋⑭－⑯） 

６３５ ３６７ １９２ ３５５ ４１ △３２０  

営農指導事業分配賦額 ⑲  ５１ ７４ １６３ ３２ △３２０ 

営農指導事業分配賦後 
税引前当期利益 ⑳ 
（⑱－⑲） 

６３５ ３１６ １１８ １９２ ９  

  ※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直接配布できない部分 

 

１．共通分事業管理費等の他部門への配布基準 

(1) 共通分事業管理費等の他部門への配布は、（人数割＋事業管理費割）の平均値によります。 

(2) 営農指導事分の配布は事業総利益の割合によります。 

 

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）                      （単位：％） 

区   分 
信  用 
事  業 

共  済 
事  業 

農業関連 
事  業 

生活その他
事  業 

営  農 
指導事業 

計 

共 通 管 理 費 等 １６.３％ １９.８％ ４４.７％ ８.８％ １０.４％ １００.００%

営 農 指 導 事 業 等 １６.０％ ２３.２％ ５０.７％ １０.１％  １００.００%



 

６．財務諸表の正確性等にかかる確認（要請及び取り組み方針） 

 

 

確 認 書 

１ 私は、当ＪＡの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの事業

年度にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に

関するすべての重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に

表示されていることを確認いたしました。 

２ この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備

され、有効に機能していることを確認しております。 

 (1) 業務部署と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制

が整備されております。 

 (2) 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有

効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告され

ております。  

 (3) 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されておりま

す。 

  平成２５年７月２９日 

                    ＪＡ十和田おいらせ農業協同組合 

                    代表理事組合長 竹ヶ原 幸光 
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